
第 ３ ６ ７ 回 理 事 会 次 第 

 

一般社団法人日本コミュニティーガス協会 

 

日  時   ２０２０年１月１６日（木）   １５時４０分～１６時４５分（予定） 

場  所   東京都千代田区 「霞山会館」  牡丹の間 

会議成立報告   

挨  拶     

議事録署名人   

 

議  題 

Ⅰ．会務関係  

 ＜審議事項＞ 

 １．「給与規程」の一部改正について                  資料No.１ 

２．入会の承認について（２０１９年１１、１２月度）            〃 No.２ 

３．その他 

 

 ＜報告事項＞ 

１． ２０２０年度事業計画の基本方針（案）について           〃 No.３ 

２． 協会設立５０周年記念事業（案）について              〃 No.４ 

３． 第４３回制度設計専門会合の審議概要について            〃 No.５ 

４．第１１回ガス事業制度検討ワーキンググループの審議概要について   〃 No.６ 

５．経過措置料金規制に係る団地の指定解除について           〃 No.７ 

６. ２０１９年度保安向上キャンペーンの実施結果報告について      〃 No.８ 

７．その他 

 

Ⅱ．事務局報告 

１．委員会関係 

（１）業務委員会関係（２０１９年度第４回委員会の審議概要）    〃  No.９ 

（２）技術委員会関係（２０１９年度第４回委員会の審議概要）    〃  No.１０ 

 ２．事業者登録状況（２０１９年１１月、１２月）           〃  No.１１ 

３．ガス事業生産動態統計 （２０１９年９，１０月度）        〃  No.１２ 

４．その他 

 

    

Ⅳ．次回理事会の開催予定について 

２０２０年３月１３日（金） １４時００分～（予定） 於：都内「霞山会館」 

以 上 
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２ ０ ２ ０ 年 度 事 業 計 画 の 基 本 方 針 に つ い て (案 ) 

 

 2020年度事業計画について、次の諸点を基本方針として策定したい。 

 

１．ガス事業法遵守に向けたフォローアップ 

（１）ガス事業法における規制や報告手続等の周知・徹底 

（２）経過措置料金規制団地への継続的な対応支援 

（３）改正ガス事業法に係るＱ＆Ａの作成 

（４）ガス事業制度検討ワーキンググループのフォロー・対応 

 

２．将来の検証作業に向けた調査・検討 

今後見込まれる検証作業や制度見直しに向け、制度運営の実態や制度上の問題点を把

握する等、必要な調査・検討を実施する。 

 

３．保安規制遵守のための周知・啓発 

 （１）コミュニティーガス事業における技術・保安の規制内容に関し、必要に応じ、会員

事業者へ周知・啓発 

 （２）規制改革実施計画で示されたコミュニティーガス事業に係る事項に関し、新たに採

られた措置について、適宜会員事業者へ周知・啓発 

 （３）技術・保安の図書類の改訂を実施し、必要に応じ、会員事業者へ周知・啓発 

 

４．ガス安全高度化計画のフォロー・対応 

次期ガス安全高度化計画の策定に関し、国において2021年度末とりまとめ（予定）に 

  向け進められている検討へ適宜参画、対応。当該計画に盛り込まれると想定される近年 

発生する大規模な自然災害に対する諸対策の検討にあたっても適宜参画し、最終的には 

「地震防災対策マニュアル」等の改正を目指す。 

 

５．技術・保安水準の向上 

 （１）ガス事故防止対策 

    ガス安全高度化計画の諸対策について、保安講習会等を通して確実に実行されるよ

う会員事業者へ周知・啓発するとともに、以下の事故防止対策を実施。また、昨年度

同様に保安諸運動の展開。 

   ① 特定製造所におけるヒューマンエラー防止 

   ② 他社工事における事故防止 

   ③ 導管工事における事故防止 

   ④ 消費機器に係る事故再発防止 
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 （２）経年管対策 

   ① 事業者資産の導管改修 

     的確なリスク評価に基づく優先順位付けを行う等、効果的な対策を講ずるよう、

啓発 

   ② お客様資産の導管改修 

     内管改修に関して、根強く顧客折衝を行い、改修を推進するよう啓発 

 （３）防災体制の整備・充実 

   ① 自然災害への対策 

     近年多発する大規模な自然災害に備え、「地震防災対策マニュアル」や過去の事

例に基づき、保安の向上に努めるよう啓発 

また、あわせて地震以外の台風・大雨や土砂災害等への対策について、保安の確

保に資するよう検討する。 

   ② 防災体制の整備 

     災害に強いコミュニティーガス事業を引き続き維持、強化する体制を構築するよ

う啓発 

 

６．経営基盤の強化 

（１）収益基盤の強化 

① 関係団体との連携した需要開発に資する情報提供 

② 建替・リフォーム時のガス需要確保と機器販売促進等のための情報提供 

③ 新たなコラボレーションの検討 

（２）コミュニティーガス事業の普及促進 

① 団地の活性化策等の取組及び成功事例の収集と紹介 

② コミュニティーガスの認知度向上及び顧客接点強化活動の推進支援 

  

７．広報活動 

（１）コミュニティーガス事業のＰＲ強化 

（２）ホームページの充実及び情報化の推進 

 

 ８．創立50周年に向けた対応 

 （１）記念式典、記念表彰、記念講演の実施（2021年1月予定） 

（２）「50周年記念誌」の発刊（2021年4月末予定） 

 

 

以 上 



 2019 年度 第 3 回事務局長会議の開催について 

 

  

記 

 

 

１．日 時 2020 年 2 月 7 日（金）11 時 00 分～15 時 00 分（予定） 

 

２．場 所 協会会議室 

 

３．議 題 

 

（１）本部役員交代に伴う手続きについて  

 

（２）2020年度事業計画基本方針について 

 

（３）2019年コミュニティーガス事業の事故発生状況（中間報告）について   

 

（４）その他 

 

                       

          以上 
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電力・ガス取引監視等委員会 第４３回制度設計専門会合 議事概要 

 
 
１．日時 ２０１９年１１月１５日（金）１5 ００～１5 ２０（ガスのみ） 
 
２．場所 経済産業省本館１７階第１～第３共用会議室 
 
３．出席者（委員） 

稲垣座⾧、林委員、圓尾委員、安藤委員、岩船委員、大橋委員、草薙委員、 
新川委員、辰巳委員、武田委員、松村委員、山内委員 

（オブザーバー・ガス） 
大浦 夏樹   JXTGエネルギー株式会社 ガス事業部 部⾧ 
佐藤 美智夫  東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社⾧ 
沢田 聡    一般社団法人 日本ガス協会 専務理事 
笹山 晋一   東京ガス株式会社 常務執行役員 
籔内 雅幸   一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 専務理事 
下堀 友数   資源エネルギー庁 ガス市場整備室⾧ 

 
４．議題（ガスのみ） 

・ガス導管事業者の法的分離に伴う行為規制の検討について 
 
５．意見等 
 事務局から 
 「兼職に関する規律等」について 

  2022年度から導管規模が一定以上であること、その他政令で定める要件に該当するガス
導管事業者（大手都市ガス3社）と、その特定関係事業者（グループ内の小売・製造事業者
等）との間での、人事・業務委託等に関する行為規制を導入することが規定されている。 

  「例外として兼職が許容される取締役等の範囲」「兼職が禁止される重要な役割を担う従
業者の範囲」「人事交流規範の策定」についての考えを説明した。なお、改正電気事業法の
考えと同様とする。 

  行為規制違反となる兼職を未然に防止するため、特別一般ガス導管事業者は、ガス導管事
業者とグループ内の小売・製造事業者と兼職する者がいる場合には、その兼職の内容、中立
性阻害行為が発生しないと考える根拠等について、監視等委員会への説明と、対外的にも公
表することが適当と考える。（電気同様）。 

  改正ガス事業法は、2022年の法的分離における、特別ガス一般事業者とグループ内の小
売・製造事業者との間の出向・転籍等の人事交流は労働者の基本的な権利に対する制約もあ
ることから、人事交流を規制する規定を設けていない。よって、適正・取引ガイドラインを
改定し、託送関連業務を行う部門との人事交流に係る行動規範を作成させ、経営者等及び従
業者に遵守させることが望ましい。 
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 委員等から 

  特別ガス一般事業者の従業員の育成について、この規範の趣旨を踏まえてネットワーク
会社の人材でほとんどの業務が賄えるよう、従業者を育て上げる体制つくりも求められる
と考える。 

  人事交流に関する措置に関して、直接の異動を避けるという意味でワンクッションを置
くとして、その期間が短いと問題となる可能性が高いので、その期間は社内規定でなるべく
⾧くとっていただきたい。 

  グループ内という言葉の範囲の意味が不確かのように感じるので、明確な説明をお願い
したい。 

 
 事務局からの回答 

  グループ内の小売製造事業者等は、この「等」には小売・製造事業者の子会社も含まれて
いる。東京ガスの小売部門と他の会社の小売部門とが人事交流することまではここでは論
じてなく、あくまで、導管部門とグループ内の小売・製造部門との関係を規制することだ。 

 
 座⾧  

  大方の意見が出ましたので、取り纏めの際に参考とさせて頂くことにする。 
 

 
以上 
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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 

ガス事業制度検討ワーキンググループ（第11回）審議概要 
 

 
１．日 時 ２０１９年１２月２５日（水） １０ ３０～１２ ０５ 
 
２．場 所 経済産業省本館１７階 国際会議室 
 
３．出席者＜委員＞  

山内座⾧、市村委員、大石委員、男澤委員、柏木委員、橘川委員、草薙委員、 
武田委員、二村委員、又吉委員、松村委員、山野委員 

＜オブザーバー＞  
佐藤 美智夫 東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社⾧ 
沢田  聡 一般社団法人日本ガス協会 専務理事 
戸出  繁 国際石油開発帝石株式会社 国内エネルギー事業本部  ガス事業企

画ユニット ジェネラルマネージャー 
松村 光祥(代) 石油資源開発株式会社 経営企画部 ガス政策グループ部⾧ 
冨士元 宏明 ＪＸＴＧエネルギー株式会社 リソーシズ＆パワーカンパニーガス

事業部⾧ 
＜経済産業省＞  

下堀ガス市場整備室⾧、 他 
 

４．議事次第 
  1．開会 
  2．説明・自由討議 

  LNG 基地の第三者利用に関する報告 
  熱量バンド制に関する検討 

3．閉会 
 
５．議事概要  

座⾧より 
「熱量バンド制に関する検討」に関連し、後半の部分でガスの需要家様からのヒアリング

実施を考えており、その内容について傍聴を認め、議事録を公開することにより発言者また
は発言内容を特定されることにより自由な審議の妨げになるおそれがあるとの考えから、後
半の部分を非公開とし開催させていただきたい。 
 

事務局より資料説明後、自由討議 
議題１  
＜LNG基地の第三者利用に関する報告＞ 

2019年度第225回常任理事会
資料ＮＯ.5-1



2 

事務局より 
 LNGサテライト基地の初期建設費用等についてのアンケート結果を報告した 

 
アンケート結果を踏まえた今後の対応方針 
  LNG基地建設にあたっては規模の経済性が働き、サテライト基地建設にあたっての貯槽

容量あたりの初期費用は、一次受入基地建設の場合に比して一定程度高くなることが確認さ
れた。 

  LNG基地の建設には多額の投資が必要となることに加え、特に大都市圏ではその立地可
能地点が限定的であることを踏まえれば、新規参入者が自らそのLNG基地を建設すること
は決して容易ではないため、競争を活性化させるための制度として措置したものがLNG基
地の第三者利用制度である。 

ニーズに応じて規模の経済性を活かした一次受入基地を建設し、ＬＮＧ基地の第三者利
用を制度的に措置することは合理的である。 

  一次受入基地建設の場合と比べ、サテライト基地建設に必要となる投資額は少額であるこ
と、必要面積が小さいことから立地可能地点の選択肢が豊富である。そもそもLNG基地は
競争部門に係る設備であることには留意する必要がある。貯槽容量あたりの初期費用が一定
程度高くても一次受入基地に比べれば建設は容易であることから、必ずしも第三者利用の制
度的措置が必要とは言い切れず、まずは事例を積み重ねることが必要と考えられる。 

  サテライト基地について具体的な利用の申出あるいは利用の問い合わせが行われた事例
はないことから、具体的な事例が蓄積される中で、今後「適正なガス取引についての指針」
以上の制度的措置を講じる必要性が認められた場合に具体的な措置を検討することとする。 
 

委員から 
  小規模の新規参入者を呼び込むことの重要性が指摘されるようになっていることから、事

務局が指摘している通り具体的な事例の蓄積を待ちたいと考える。 
  具体的なニーズが出てきて、色々と問題が起こってルール化したほうが良いとなれば、再

度検討することと理解しており、具体的なニーズがはっきりしていない、あるいは交渉困難
だとはっきりしていないのにも拘らず、あらかじめルールを作ることの重要性は無いと考え
る。 

 
座⾧から 

  整理については、異論が無かったことと考え、事務局で基本的な対応をして頂きたい。 
 

議題２ 
＜熱量バンド制に関する検討について＞ 

  事務局より、「熱量バンド制に関する機器調査への影響調査」の報告と、日本ガス協会よ
り、「熱量バンド制移行における留意点」について、東京電力エナジーパートナーより、「熱
量バンド制導入の必要性」についてプレゼンがあった。 
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委員から 
  知識が十分でない多数の消費者や小規模事業者に、熱量バンド制移行に伴う安全の周知徹

底などをする費用は莫大になると感じた。 
  検討に当たっては、ガスの需要家に不便が無い方法に、重みを付けるべきだと思う。標準

熱量制も選択肢に入れた検証が肝ではないか。 
 

  短期的メリットはあまりないかもしれない。ただ、産業政策として何を目指すか、という
中期的なメリットも併せて考えるべき。 

  熱量調整が完全に不要とならなければ効果は限定的だ。欧州では低炭素社会を見据えて低
熱量のバイオガスや水素をパイプラインに注入する検討もある。バンド制から目を背ければ、
ガス業界が将来生き残るビジョンを描く責務は重くなる。 
 

以上 
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2017年4月
～2019年6月

2019年
12月1日

2020年
3月1日

2020年
6月1日

経過措置 経過措置 経過措置 経過措置

指定団地 指定団地 指定団地 指定団地

1 2.9% 0 1 2.4% 0 1 2.4% 0 1 2.1%
北海道 333 10 343 -5 0 330 8 338 0 330 8 338 1 331 7 338

▲ 4 5.9% 0.6% 4.6% 5.9% 0.0% 5.4% 0.7% 4.6% 0.0% 5.4% 0.7% 4.6% 8.3% 5.4% 0.6% 4.6%

88 13.3% 0 99 5.9% 0 99 5.9% 0 99 5.9%
東北 542 83 625 -14 0 575 36 611 0 575 36 611 0 575 36 611

▲ 1 9.6% 4.8% 8.5% 16.5% 0.0% 9.4% 3.0% 8.4% 0.0% 9.3% 3.2% 8.4% 0.0% 9.3% 3.2% 8.4%

266 34.3% 4 389 26.1% 4 393 25.1% 2 395 24.9%
関東 1,385 722 2,107 -24 4 1,540 543 2,083 21 1,561 522 2,083 4 1,565 518 2,083

▲ 7 24.5% 41.8% 28.6% 28.2% 26.7% 25.3% 45.0% 28.6% 30.4% 25.4% 45.8% 28.6% 33.3% 25.4% 46.0% 28.6%

124 28.9% 2 162 22.1% 8 170 20.9% 0 170 20.7%
中部 468 190 658 -11 2 504 143 647 8 512 135 647 1 513 134 647

8.3% 11.0% 8.9% 12.9% 13.3% 8.3% 11.8% 8.9% 11.6% 8.3% 11.9% 8.9% 8.3% 8.3% 11.9% 8.9%

10 0.0% 0 10 0.0% 0 10 0.0% 0 10 0.0%
北陸 292 0 292 -10 0 282 0 282 0 282 0 282 0 282 0 282

5.2% 0.0% 4.0% 11.8% 0.0% 4.6% 0.0% 3.9% 0.0% 4.6% 0.0% 3.9% 0.0% 4.6% 0.0% 3.9%

123 33.4% 2 180 25.8% 7 187 24.8% 0 187 24.8%
近畿 679 340 1,019 -11 3 748 260 1,008 10 758 250 1,008 0 758 250 1,008

12.0% 19.7% 13.8% 12.9% 20.0% 12.3% 21.5% 13.8% 14.5% 12.3% 21.9% 13.8% 0.0% 12.3% 22.2% 13.8%

86 13.1% 0 96 8.3% 9 105 6.5% 0 105 6.5%
中国 549 83 632 -19 3 562 51 613 11 573 40 613 0 573 40 613

9.7% 4.8% 8.6% 22.4% 20.0% 9.2% 4.2% 8.4% 15.9% 9.3% 3.5% 8.4% 0.0% 9.3% 3.5% 8.4%

50 17.6% 0 67 10.9% 4 71 9.4% 3 74 8.6%
四国 291 62 353 -3 0 312 38 350 5 317 33 350 3 320 30 350

5.1% 3.6% 4.8% 3.5% 0.0% 5.1% 3.1% 4.8% 7.2% 5.1% 2.9% 4.8% 25.0% 5.2% 2.7% 4.8%

166 20.4% 0 205 10.9% 10 215 9.7% 0 215 9.5%
九州 931 238 1,169 3 3 1,044 128 1,172 14 1,058 114 1,172 3 1,061 111 1,172

16.5% 13.8% 15.8% -3.5% 20.0% 17.2% 10.6% 16.1% 20.3% 17.2% 10.0% 16.1% 25.0% 17.2% 9.8% 16.1%

1 0.5% 0 1 0.5% 0 1 0.5% 0 1 0.5%
沖縄 181 1 182 9 0 190 1 191 0 190 1 191 0 190 1 191

3.2% 0.1% 2.5% -10.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6%

915 23.4% 8 1,210 16.6% 42 1,252 15.6% 5 1,257 15.4%
全国　計 5,651 1,729 7,380 -85 15 6,087 1,208 7,295 69 6,156 1,139 7,295 12 6,168 1,127 7,295

▲ 12 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＊　斜体の数字 は自由化団地の内、シェア５０％超の団地数 　　　（注）旧簡易ガス団地が廃止された数及び指定団地・自由化団地の内訳は把握していない。

＊＊下段のパーセンテージは全国計に占める割合 【出典：生産動態統計 ほか】

2019年12月13日

経過措置指定団地の2019年12月解除並びに2020年3月及び6月解除見込み
 ▲は、生産動態統計で旧簡易ガスに区分された旧一般ガスの供給区域。 （一社）日本コミュニティーガス協会

2017年3月31日

自由化
団地

団地 計
供給地点群

数
の増減

2019年12月1日見込
（2019年9月生産動態統計BASE）

2020年3月1日見込
（2019年9月生産動態統計BASE）

2020年6月1日見込
（2019年9月生産動態統計BASE）

解除予定
自由化
団地

団地 計解除予定
自由化
団地

団地 計 解除見込み
自由化
団地

団地 計
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